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(証券コード 7137) 

2026年11月６日 

(電子提供措置の開始日2026年10月30日) 

 

株 主 各 位 

福島県須賀川市狸森字下竹ノ内９番地５ 

                 グ ラ ン ト マ ト 株  式  会  社                                                                                  

代表取締役社長  南 條   浩 

 

第33回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第33回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申しあげます。 

 本株主総会は電子提供措置をとっており、会社法第325条の３の規定により、電子提供措置事

項をインターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトに

アクセスの上ご確認くださいますようお願いいたします。 

 当社ウェブサイト https://www.grantomato.jp/        

 

電子提供措置事項は、インターネット上の当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所ウェブサ

イトにも掲載しております。当社ウェブサイトにて、電子提供措置事項を閲覧できない場合には、

以下の東京証券取引所ウェブサイト(東証上場会社情報サービス)にアクセスしていただき、銘柄

名(会社名)または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を選択のう

え、株主総会招集通知ページに掲載されている情報を閲覧くださいますようお願いいたします。 

東京証券取引所ウェブサイト(東証上場会社情報サービス)     

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010030Action.do     

 

 なお、当日ご出席願えない場合には、書面により議決権を行使することができますので、議決

権の行使をお願いいたします。各議案の内容は、当社ウェブサイト及び東京証券取引所ウェブサ

イト上の「第33回定時株主総会招集ご通知」の株主総会参考書類に記載のとおりでございますの

で、同書類をご検討くださいまして、後述のご案内に従って2026年11月20日(金曜日)午後５時ま

でに到着するようご返送くださいますようお願いいたします。 

敬 具 

 

記 

           

１．日  時   2026年11月21日(土曜日)午前10時 

２．場  所   福島県須賀川市狸森字下竹ノ内９番地５ 

         グラントマト株式会社本社 ２階会議室 

３．目的事項 

〔報告事項〕 

  第33期(2025年９月１日から2026年８月31日まで) 事業報告及び計算書類の内容報告の件 

 

〔決議事項〕 

  第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件 

https://www.grantomato.jp/
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010030Action.do
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  第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件 

  第３号議案 会計監査人選任の件 

 

４．議決権行使についてのご案内 

同封の議決権行使書用紙に賛否を表示していただき、2026年11月20日(金曜日)午後５時までに到

着するようご返送ください。各議案につき賛否が表示されていない場合には、会社提案につき賛成

としてお取扱いいたします。                             

  以 上 

 

 

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申し上げます。 

◎電子提供措置事項に修正すべき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http

s://www.grantomato.jp/）及び東京証券取引所ウェブサイト(https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront

/JJK010030Action.do)において、その旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただき

ます。 
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第33回定時株主総会招集ご通知 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ １ 

株主総会参考書類 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  ４ 

  第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件 

  第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件 

  第３号議案 会計監査人選任の件 

 

事業報告 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  ６ 

計算書類 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  15 

監査報告書 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  28 

 

  



4 

 

株主総会参考書類 
（議案及び参考事項） 

 

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件 

 取締役（４名全員）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締

役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 

番号 

氏 名 

（生年月日） 
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 

所有株式

数(株) 

１ 

南條  浩 

1964年４月７日生 

1987年４月 

1994年８月 

 

1999年４月 

 

2001年10月 

2005年８月 

 

南條商店 入社 

有限会社ナンジョウアグリサービス 

(現 グラントマト株式会社) 設立 取締役 

株式会社ナンジョウアグリサービス 

代表取締役社長 

有限会社南條商店 取締役 

グラントマト株式会社(社名変更)  

代表取締役社長(現任) 

100,200 

２ 

石井 康雄 

1973年９月21日生 

1994年４月 

1998年８月 

 

2009年３月 

2014年８月 

2019年11月 

株式会社エヌケー製作所 入社 

株式会社ナンジョウアグリサービス 

(現 グラントマト株式会社) 入社 

グラントマト株式会社 取締役 

グラントマト株式会社 専務取締役 

グラントマト株式会社 専務取締役 

(代表取締役)(現任) 

50,000 

３ 

高橋  洋 

1980年６月８日生 

2003年４月 

 

2019年９月 

 

2020年10月 

株式会社ナンジョウアグリサービス 

(現 グラントマト株式会社) 入社 

グラントマト株式会社 執行役員 

運営部部長 

グラントマト株式会社 取締役 

運営部部長(現任) 

12,500 

（注）取締役候補者３名それぞれと当社の間には、特別の利害関係はありません。 

 

 

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件 

 本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役全員（３名）が任期満了となりますので、

監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。 

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。監査等委員である取締役

候補者は、次のとおりであります。 

候補者 

番号 

 

（生年月日） 
略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況 

所有株式

数(株) 

１ 

海上 一博 

1957年10月16日生 

1981年４月 

1994年４月 

1996年８月 

 

2007年９月 

2015年９月 

2021年９月 

2024年８月 

2024年11月 

片倉チッカリン株式会社 入社 

株式会社タカラ郡山工業 入社 

株式会社ナンジョウアグリサービス（現 グ

ラントマト株式会社）入社 

グラントマト物流株式会社 代表取締役社長 

グラントマト株式会社 入社 

グラントマト株式会社 内部監査室 

グラントマト株式会社 監査役  

グラントマト株式会社 取締役監査等委員

(現任) 

― 

２ 

鈴木秀総 

1980年10月11日生 

2008年12月 

 

2016年11月 

2017年６月 

2020年８月 

 

2021年11月 

監査法人トーマツ(現 有限責任監査法人トー

マツ)入所 

おおさき総合法律会計事務所開設(現任) 

株式会社ホットマン 監査役 就任 

株式会社中央会計企画 代表取締役 就任(現

任) 

グラントマト株式会社 監査役 

― 



5 

 

2024年11月 グラントマト株式会社 取締役監査等委員

(現任) 

３ 

三瓶 正 

1975年４月25日生 

2004年10月 

2006年10月 

2009年４月 

 

2013年５月 

 

2024年８月 

2024年11月 

司法試験合格 

福島弁護士会に弁護士登録 

郡山タワー法律事務所(現 弁護士法人アル

マ)開設 代表弁護士 

弁護士法人アルマ(法人化) 代表弁護士 就

任(現任) 

グラントマト株式会社 監査役 就任 

グラントマト株式会社 取締役監査等委員

(現任) 

― 

(注)  

１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

２．鈴木秀総氏及び三瓶正氏は、社外取締役候補者であります。 

３．（１）鈴木秀総氏は、過去に直接経営に関与した経験はありませんが、公認会計士及び税理士として財務等

専門分野に関する相当程度の知見を有しておられることから、監査等委員である社外取締役として適切な助言を

いただけるものと期待しており、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

（２）三瓶正氏は、過去に直接経営に関与した経験はありませんが、弁護士として企業法務に精通しており会社

経営を統括する十分な見識を有しておられることから、監査等委員である社外取締役として適切な助言をいただ

けるものと期待しており、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

４．当社と候補者海上一博氏、鈴木秀総氏及び三瓶正氏は会社法４２７条第１項の規定に基づき、同法第４２３

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令

が規定する額としており、各氏が再任された場合、当該責任限定契約を継続する予定です。 

 

 

第３号議案 会計監査人選任の件 

 当社の会計監査人である監査法人コスモスは、本総会終結の時をもって任期満了により退任と

なります。つきましては、新たに監査法人ＦＲＩＱを会計監査人に選任することにつきご承認

をお願いしたいと存じます。 

 なお、本議案は監査等委員会の決定に基づき付議しております。監査等委員会が監査法人

ＦＲＩＱを会計監査人の候補者とした理由は、同法人の品質管理体制、独立性、専門性、監

査体制および監査費用等を総合的に勘案した結果、当社の会計監査が適正に行われることを

確保する体制を整えており、会計監査人として適任であると判断したためであります。 

 会計監査人の候補者の概要等は次のとおりであります。 

 


①名称 監査法人ＦＲＩＱ 

②所在地 東京都千代田区神田紺屋町15 

グランファースト神田紺屋町７階 

③業務執行社員の氏名 佐藤 稔幸、三浦 義直 

④公認会計士法に基づく上場会

社等監査人登録制度への登録状

況 

登録されております。 
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〈添付書類〉 

事 業 報 告 
(2025年９月１日から2026年８月31日まで) 

 

１．当社の現況に関する事項 

(１)事業の経過及びその成果 

 当事業年度（2025年９月１日～2026年８月31日）における我が国経済は、雇用・所得環境の改

善を背景に、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、不安定な国際情勢や円安の長期化、

原材料・エネルギー価格の高騰などにより、先行きは依然として不透明な状況が続いております。 

 農業情勢においては、生産コストの価格転嫁が進み、農産物価格は回復基調にある一方、農業

者人口の減少や気候変動による農産物の品質への影響など、農業を取り巻く環境は大きく変化し

ております。 

このような状況のもと、当社は農業生産者、消費者及び各メーカーをつなぐサービスを提供す

る企業として、中期経営計画に基づき、事業の拡大と持続的成長に向けた基盤強化に取り組んで

まいりました。 

 営業概況としては、主力のストア販売部門は、積極的なプロモーションと営業展開により、売

上高は堅調に推移しました。農産流通部門は、福島県内の主力エリアに加え、茨城県西地区や栃

木地区への展開を進めるとともに、保管・精米設備への投資による生産能力及び品質の向上、イ

ンターネットを通じた米の販売拡大に取り組みました。ＦＤＣ・インターネット販売部門は、商

品構成の充実とプロモーションの効果により販売数量が増加し、売上高は大きく伸長しました。 

 この結果、部門別の売上高は、ストア販売部門が11,748,130千円（前期比2.2％増）、農産流

通部門が6,980,042千円（同42.3％増）、ＦＤＣ・インターネット販売部門が1,676,207千円（同

27.8％増）、その他が22,095千円（同10.4％減）となりました。 

 収益面では、従業員のＱＯＬ向上に向けた賃上げや設備投資を進める一方、適正売価の推進、

プライベート商品の開発・販売拡大、自社生産種苗の施設増強、農業生産支援事業の拡大など、

生産から販売までの垂直統合による生産性向上に取り組みました。 

 しかしながら、農産流通部門において、想定を大きく超える米相場の下落が続いたことから、

将来の在庫滞留リスクの回避を優先し、市況を見極めながら販売を進めました。その結果、販売

単価の大幅な下落に伴う多額の販売差損が発生し、同部門の業績は前回予想を大幅に下回りまし

た。 

 この結果、ストア販売部門及びＦＤＣ・インターネット販売部門は堅調に推移したものの、農

産流通部門の損失を吸収するには至らず、収益面では厳しい結果となりました。なお、令和７年

産米については販売を概ね完了しており、今後の価格下落による在庫評価損が全社業績に与える

影響は限定的と見込んでおります。 

 

 以上の結果、当事業年度の経営成績は、売上高20,426,476千円（前期比15.2％増）、営業損失

754,734千円（前期は営業利益710,115千円）、経常損失880,810千円（前期は経常利益679,628千

円）、当期純損失778,498千円（前期は当期純利益456,419千円）となりました。 

 

 当社の報告セグメントは「アグリソリューション事業」のみであり、セグメント別の記載を省

略しておりますが、当事業年度のサービスライン別の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 

サービスの名称 当事業年度 

（2025年９月１日から 

2026年８月31日まで） 

前年同期比

（％） 

ストア販売部門（千円） 11,748,130 102.2 

農産流通部門（千円） 6,980,042 142.3 

ＦＤＣ・インターネット販売部門（千円） 1,676,207 127.8 

その他（千円） 22,095 89.6 

合計（千円） 20,426,476 115.2 
（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ＦＤＣは、福島ディストリビューションセンターの略称。 
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また、サービスライン別の主な取扱商品は次のとおりであります。 

サービスの名称 主要取扱商品 

ストア販売部門 農業資材関連商品・食品・日用品・業務用食材ほか 

農産流通部門 米・農産物・苗・農業資材・農作業請負及び営農支援ほか 

ＦＤＣ・インターネット販売部門 農業資材関連商品・米・食品・日用品ほか 

その他 地代収入ほか 
 

 

(２)設備投資の状況 

 当事業年度は会津倉庫建設、精米設備増設など、総額692,154千円（建設仮勘定を除く）の設

備投資を行いました。 

 

(３)資金調達の状況 

 一般運転資金、農産物（米）買付資金などの季節資金、新規出店ほか設備投資に係る設備資金

等、主要金融機関を中心に円滑な資金調達を行っております。 

 なお、借入金の状況は後記（９）主要な借入先のとおりであります。 

 

(４)対処すべき課題 

 当社は、「農業＝食糧」をテーマに、生産者から消費者まで綿密且つ有機的に連携させる仕組

みを構築することで、生産者と消費者双方の利益が最大化するよう日本農業の発展に貢献したい

と考えております。 

これを実現するために、農業関連資材や農業生産物の販売、食料品販売、農業生産及び流通の

サポート等、「生産」「流通」「販売」の機能向上への取組みを通して、アグリソリューション

事業を展開しております。 

 

当面の対処すべき課題としては以下の通り認識し、対策に取り組んでまいります。 

①事業戦略 

魅力的な商品やサービスを低コストで届けることのできるシステムを構築することは、業種・

業態の垣根を越えた販売競争の激化や人口減少により市場規模が縮小する中にあって、極めて重

要であると考えております。これを実現するため、商品の開発、生産・加工品の鮮度・品質の向

上を図るべく事業の垂直統合を推し進め、リアル・ネット店舗に水平展開するなど、競争力の強

化に取り組んでまいります。  

また、近時の米相場の急激な変動により、在庫評価及び収益に影響を受ける局面が顕在化して

おり、当社においては市況変動リスクへの対応が重要な経営課題であると認識しております。こ

のため、需給動向を踏まえた在庫水準の管理及び売価統制の強化に取り組み、収益の安定化を図

ってまいります。 

 

②人材の確保及び育成 

当社にとって最大の資産は、当社の保有する経験・ノウハウを担っていく「人」であり、継続

的に企業価値を向上していくためにも優秀な人材を安定的に確保していくことは極めて重要であ

ると考えております。経営資源である人材を十分かつ適時に確保するために、採用力を強化し、

人材の獲得に向けて積極的に活動するとともに、労働環境の向上や福利厚生の充実、定期的な社

内研修の実施等、教育制度の充実に努めてまいります。  

また、米相場や需給動向を的確に把握し、仕入・在庫・販売の最適化を図るため、データ分析

力及び現場判断力を兼ね備えた人材の育成を強化してまいります。 

 

③内部統制、リスク管理体制の整備・強化及びコンプライアンスの徹底 

当社の継続的な拡大を支えていくために、当社としては業況推移を常時正確に把握し、適時・

適切に経営判断に反映させていくことが重要であると考えております。また、企業の社会的責任

を積極的かつ十分に果たしていくためには、コンプライアンス体制のさらなる充実・強化が重要

であると認識しております。社会環境と安全性を重視し、法令及び規則の遵守をより確実に実践

するために、取締役会、リスク・コンプライアンス委員会の機能強化と社内の徹底した情報共有

化のための施策に取り組んでまいります。  
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④事業拡大に伴い増大する資金の調達力の強化 

当社が安定して成長していくために、資金調達力の強化は不可欠であります。現在、調達は間

接金融で行っておりますが、今後は直接金融も含めた調達力の強化を図り、より安定した財務基

盤の構築に努めてまいります。 

 

(５)財産及び損益の状況の推移 

区 分 

第30期 

(2023年８月期) 

 

第31期 

(2024年８月期) 

 

第32期 

(2025年８月期) 

 

第33期 

(2026年８月期) 

(当事業年度) 

売上高(千円) 12,824,236 14,541,070 17,735,094 20,426,476 

経常利益又は経常損失 

(千円) 
217,683 329,698 679,628 △880,810 

当期純利益又は当期純損失

(千円) 
249,428 270,519 456,419 △778,498 

１株当たり当期純利益又は

当期純損失(円) 
129.91 138.87 226.28 △374.74 

総資産額(千円) 5,871,558 5,653,603 6,595,123 7,999,470 

純資産額(千円) 772,019 1,100,138 1,605,558 843,420 

１株当たり純資産額(円) 402.09 550.06 777.13 395.60 

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。 

 

(６)主要な事業内容 

  当社は、主として次の事業を行っております。 

 ①農業資材関連商品・肥料・農産物・種苗の販売、企画、開発、製造 

 ②食料品・酒・日用品・業務用食材・酒・たばこ・灯油の販売 

 ③米・農産物の生産、買付、精米、販売 

 ④薪ストーブ・機械の販売、施工、メンテナンス 

 ⑤農作業請負及び営農支援 

 

(７)主要な事業所 

 ①主要部門拠点 

事業所 所在地 

本社 福島県須賀川市 

農産流通部門(精米課) 福島県須賀川市 

農産流通部門(生産資材課) 福島県須賀川市 

ＦＤＣ・インターネット販売部門 福島県岩瀬郡鏡石町 

アグリサポート会津(グラントマト会津倉庫) 福島県喜多方市 
（注）ＦＤＣは福島ディストリビューションセンターの略称。 

 

②営業拠点 

 当事業年度末 前事業年度末 

福 島 県 １９店舗  １９店舗  

茨 城 県 ６店舗  ６店舗  

栃 木 県 ２店舗  ２店舗  

山 形 県 ２店舗  ２店舗  

埼 玉 県 １店舗  １店舗  

合  計 ３０店舗  ３０店舗  
（注）１．上記店舗数には、実店舗のほか販売機能を有する事業所も含まれております。 

 

https://docs.google.com/spreadsheets/d/1ctWbGrBDYzrlYAIHG4AAOXMYGuqsh11_8ihyj52RqGI/edit#gid=0
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(８)従業員の状況                       （2026年８月31日現在） 

従業員数(人) 前期末比増減 平均勤続年数(年) 

142（283） ３名増(16名増) 6.5 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、最近１年間の平均人員を（外数）で記載しております。  

 

(９)主要な借入先       （2026年８月31日現在） 
 

 

 

２．当社の株式に関する事項 

(１)発行可能株式総数  7,680,000株 

 

(２)発行済株式の総数  2,132,000株 

 

(３)株主数  49名 

 

(４)大株主（上位10名）  

株 主 名 持株数（株） 持株比率（％） 

有限会社南條商店 1,217,900  57.12  

グラントマト従業員持株会 289,900  13.60  

南條 浩 100,200  4.70 

石井 康雄 50,000  2.35  

株式会社古谷商店 47,000   2.20  

緑川 泰由 40,000  1.88  

佐藤株式会社 39,000  1.83  

株式会社おてんとさん 28,000  1.31  

株式会社平成工業 28,000  1.31  

福井精米株式会社 26,000  1.22  

 

  

借  入  先  借入金残高 (千円） 

株式会社足利銀行 

株式会社商工組合中央金庫 

株式会社七十七銀行 

須賀川信用金庫 

株式会社東邦銀行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社大東銀行 

株式会社常陽銀行 

株式会社福島銀行 

株式会社三井住友銀行  

株式会社秋田銀行 

1,129,279 

  968,827 

867,835 

740,010 

474,180 

394,169 

290,440 

273,798 

261,659 

100,000 

38,994 
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(５)当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況 

  該当事項はありません。  

 

(６)その他株式に関する重要な事項 

  2026年６月30日を払込期日とする第三者割当による増資を行いました。 

  この結果、発行済株式総数は66,000株増加し、2,132,000株となっております。 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

(１)当事業年度末における当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況 

  該当事項はありません。  

 

(２)当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付された新株予約権の状況 

  該当事項はありません。  

 

４．会社役員に関する事項 

(１)取締役及び監査役の状況                    （2026年８月31日現在） 

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況 

南條 浩 
代表取締役社長 

（代表取締役） 
農産流通部担当・有限会社南條商店 取締役 

石井康雄 
専務取締役 

（代表取締役） 
マーケティング部担当 

高橋 洋 取締役 運営部長 

遠藤誠也 取締役 管理本部長 

海上一博 
取締役 

（常勤監査等委員） 
 

鈴木秀総 
取締役 

（監査等委員） 

おおさき総合法律会計事務所 公認会計士 

株式会社中央会計企画 代表取締役 

三瓶 正 
取締役 

（監査等委員） 

弁護士法人アルマ 代表弁護士 

（注）１．取締役(監査等委員)鈴木秀総氏及び三瓶正氏の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ

ります。 

   ２．取締役(監査等委員)鈴木秀総氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。 

３．取締役(監査等委員)三瓶正氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有する

ものであります。 

 

(２)辞任した会社役員又は解任された会社役員に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

(３)責任限定契約に関する事項 

 当社は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償を限定する契約

を社外役員との間で締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定

める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定契約が認められるのは、社外役員が

責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 
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(４)補償契約に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

(５)補償契約に基づく補償に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

(６)役員等賠償責任保険契約に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

(７)取締役及び取締役監査等委員の報酬等の総額 

区分 

支給

人数

(人) 

報酬等の種類別の額(千円) 

摘要 
基本報酬 

業績連動 

報酬等 

非金銭 

報酬等 
計 

取締役 

(監査等委員を除く) 

(うち社外取締役) 

4  

(-) 

66,000  

(―) 
― ― 

66,000  

(―) 
 

取締役監査等委員 

(うち社外取締役) 

3  

(2) 

9,600  

(4,800) 
― ― 

9,600  

(4,800) 
 

計 

(うち社外取締役) 

7  

(2) 

75,600  

(4,800) 
― ― 

75,600  

(4,800) 
 

（注）１．取締役会は、代表取締役社長南條浩氏に対し、各取締役の基本報酬の額の決定を委任しております。

委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部門について評価を行うには代表

取締役が適していると判断したためであります。 

２．取締役(監査等委員である取締役を除く)の報酬限度額は、2024年11月23日開催の定時株主総会におい

て、年額80百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時時点での取締役(監査等委員

である取締役を除く)の員数は４名であります。 

３．取締役監査等委員の報酬限度額は、2024年11月23日開催の定時株主総会において、年額15百万円以内

と決議されております。当該定時株主総会終結時時点での取締役監査等委員の員数は３名(うち社外

取締役２名)であります。 

 

 (８)社外役員に関する事項 

区分 氏 名 主な活動状況 重要な兼職先と当社との関係 

取締役 

監査等委員 

鈴木秀総 当事業年度に開催された取締役会

17回のうち17回に出席し、必要に

応じて質問を行うとともに、公認

会計士としての豊富な経験に基づ

いて、議案審議に必要な発言を行

うなど、監査等委員としての役割

を十分に果たしております。 

兼職先であるおおさき総合法

律会計事務所、株式会社中央

会計企画と当社との間に開示

すべき特別な関係はありませ

ん。 

 

取締役 

監査等委員 

 

三瓶 正 当事業年度に開催された取締役会

17回のうち17回に出席し、必要に

応じて質問を行うとともに、弁護

士としての豊富な経験に基づい

て、議案審議に必要な発言を行う

など、監査等委員としての役割を

十分に果たしております。 

兼職先である弁護士法人アル

マと当社との間に開示すべき

特別な関係はありません。 

 

    

 

(９)その他会社役員に関する重要な事項 

  該当事項はありません。 
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５．会計監査人に関する事項 

(１)名称 

  監査法人コスモス 

 

(２)会計監査人との責任限定契約の内容 

  当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、任務を怠ったこと

による会計監査人の損害賠償責任を、法令の限度において免除することができる旨の定めをし

ております。 

 

(３)報酬等の額 

 支払額（千円） 

当事業年度に係る当社が支払うべき報酬等の額 

 イ.公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 

16,200 

 

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上利益の合計額 16,200 

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬

等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

  ２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠な 

どが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の 

判断をいたしました。 

 

(４) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた

します。また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合、監査等委員会は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。 

 

６．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 

(１) 業務の適正を確保するための体制の整備状況の概要 

内部統制システムの構築は企業の社会的責任の重要な要素と捉え、リスク管理体制・コン

プライアンス体制・情報セキュリティ体制を中心に、会社全体としての体制整備と継続的な

実施の推進に取り組んでおります。また、コーポレート・ガバナンスを充実させることによ

り、公正な企業活動と正確でタイムリーな情報開示による経営の健全性・透明性の確保を図

ります。当社の内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況は以下の通りで

す。 

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

a.取締役及び使用人は、コンプライアンス意識をもって、法令、定款、社内規程等に則って

職務を行う。 

b.法令等違反行為、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見した場合には、直ち

に監査等委員会および取締役会に報告する。 

c.「コンプライアンス規程」を定め、コンプライアンス体制の整備を全社横断的に実施する。 

d.「リスク・コンプライアンス委員会」を原則として毎月開催し、法令遵守の状況や事業運

営上に関係する法令等に関する業務上の問題点等に対する対応を報告、審議を行う。 

e.内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、業務の有効性・効率性向上とコンプライアン

スの観点から、内部監査を実施する。 

f.「内部通報規程」を制定し、社内及び社外の通報窓口を設置することで、問題の早期発

見・未然防止を図り、適切かつ迅速に対処する。 

g.「反社会的勢力排除規程」を制定し、反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、不当

要求には一切応じないことを基本方針とする。新規の取引先に対しては、取引相手の反社

会性を検証し、問題がないことを確認の上、取引を開始する。万が一、反社会的勢力によ

る不当要求等が発生した場合には、警察、顧問弁護士等の外部機関と緊密に連携し、全社

を挙げて毅然とした態度で対応する。 
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②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

a.各種会議体で協議した内容は、すべて議事録として記録し、法令及び文書管理規程等の各

種規程に基づき、保存・管理する。 

b.取締役に対する業務執行の適正化と監視・監督の一環として、議事録は取締役及び監査等

委員がいつでも閲覧できるように管理する。 

c.機密情報については、法令及び「機密管理規程」に基づき厳重に管理する。 

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

a.「リスク管理規程」を制定し、リスク状況の把握とその適切な評価に努めるとともに、緊

急体制の整備を図り、迅速かつ効果的なリスク管理体制を整備する。 

b.「リスク・コンプライアンス委員会」を原則として毎月開催し、広範なリスク管理につい

ての協議を行い、必要に応じてリスクへの対策を検討し、実施する。 

c.自然災害等の不測の事態が発生した場合には、災害対策マニュアル等にしたがい、対応す

る。 

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

a.取締役会は、原則として月１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、経営の

執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況

を監督する。 

b.取締役会は、当社の中期経営計画及び年度予算を決定し、その執行状況を監督する。 

c.取締役の職務執行状況については、適宜、取締役会に対して報告する。 

d.取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」に

おいて、それぞれの責任者及び責任の範囲並びに執行手続きの詳細について定める。 

⑤監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びに他の取締役からの独

立性に関する事項 

a.監査等委員会がその職務を補助すべき使用人の配置を求めた場合には、取締役会は監査等

委員会と協議のうえ、適切な補助人員を選任・任命し、監査業務を補助させる。 

b.当該補助人員は、監査等委員会の指揮命令に従い職務を遂行し、他の取締役(監査等委員で

ある取締役を除く)またはその上長等の指揮命令を受けないものとする。 

c.当該補助人員の人事異動、人事評価、懲戒等の処遇に関しては、監査等委員会の同意を得

るものとし、監査業務への従事を理由に不利益を受けないように配慮する。 

⑥取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制、並びに当該報告を理由として不利益

な取扱いを受けないことを確保するための体制 

a.取締役及び使用人は、監査等委員会からの要請があった場合には速やかに必要な事項を報

告するとともに、法令違反や不適切な業務執行、会社経営に重大な影響を及ぼす事象等に

ついては、直接または関係部門を通じて、適時・適切に監査等委員会に報告する体制を整

備する。 

b.監査等委員は、取締役会や重要会議へ出席し、必要な情報を把握し、必要に応じて役職員

からのヒアリングを実施する。 

c.監査等委員は、法令遵守及び内部統制の実効性を確保するため、定期的に代表取締役社長

と意見交換を行う。 

d.社内外の通報窓口により、役職員からの内部通報を受け付ける体制を構築し、当該通報に

関しては、その内容の正当性を問わず、報告を行った者へいかなる不利益な処遇は一切行

わない。 

⑦その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

a.監査等委員は、取締役会に出席するほか、必要と認める重要な会議に出席する。 

b.監査等委員に対しては、必要に応じた書類の閲覧の機会を提供する。 

c.監査等委員は、監査実施状況等について情報交換及び協議を行うとともに、会計監査人に

会計監査に関する報告を受け、意見交換を行う。 

d.監査等委員会が、その職務を遂行するために必要と判断したときは、弁護士・公認会計

士・税理士等の専門家に意見を求めることができ、その費用を会社に求めることができる。

会社は、監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むこ

とができない。 

e.監査等委員がその職務の執行について、会社法に基づく費用の前払等の請求をしたときは、

当該請求に係る費用または債務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められ

る場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。 
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⑧財務報告の適正性を確保するための体制 

a.営業部門と管理部門の業務を切り分け、営業部門における上流の取引に係る情報が、適時

適切に下流たる管理部門に伝達されるよう、業務プロセスを整備する。 

b.当該業務プロセスにおける各業務の正確性を担保するため、プロセスの節目においては上

長によるチェックや承認を要求し、当該チェック等がないものについては処理ができない

仕組みとする。 

 

(２)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務

の適正を確保するための体制についての運用状況の概要は以下の通りであります。 

①内部統制システム全般 

当社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査室がモニタリングし、改

善を進めております。 

②コンプライアンス 

当社は、当社の従業員に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスについて、社内

研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款並びに諸規程を遵守するための取組

みを継続的に行っております。 

また、当社は、当社の取締役及び使用人が当社の監査等委員に報告・相談するための体制

を設けており、この報告・相談体制を利用することでコンプライアンスの実効性向上に努め

ております。 

③内部監査 

内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社の内部監査を実施しております。 

 

７．株式会社の支配に関する基本方針に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

８．特定完全子会社に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

９．親会社等との間の取引に関する事項 

  該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
(2026年８月31日現在) 

 
  （単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金  額 科   目 金  額 

   流動資産 5,036,473  流動負債 4,186,547 

     現金及び預金 1,417,343      電子記録債務 216,041 

     売掛金 260,328      買掛金 720,212 

     商品 2,635,892      短期借入金 2,158,200 

     貯蔵品 38,083 
１年以内返済予定の長期 

借入金 
652,306 

     前払費用 36,252      未払金 356,207 

     未収入金 533,844      未払法人税等 2,602 

     未収還付法人税等 104,571      未払消費税等 14,601 

     その他 10,155    預り金 16,923 

        賞与引当金 33,659 

   固定資産 2,962,996      その他 15,791 

     有形固定資産 2,708,411   

       建物 2,229,716  固定負債 2,969,502 

       構築物 499,783      長期借入金 2,728,685 

       機械装置 533,617      退職給付引当金 38,686 

       車両運搬具 386,966      資産除去債務 192,353 

       器具及び備品 749,207      その他 9,777 

       土地 792,689   

    建設仮勘定 15,106 負 債 合 計 7,156,049 

       減価償却累計額 △2,498,675 純 資 産 の 部 

     無形固定資産 52,931  株主資本 843,420 

       借地権 9,535    資本金 177,000 

       ソフトウエア 42,467   資本剰余金 213,000 

       その他 928     資本準備金 213,000 

     投資その他の資産 201,653    利益剰余金 453,420 

       長期前払費用 9,923     利益準備金 5,968 

     繰延税金資産 86,549     繰越利益剰余金 447,452 

       差入保証金 103,811   

       その他 1,370   

  純 資 産 合 計 843,420 

資 産 合 計 7,999,470 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,999,470 
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損 益 計 算 書 
 

2025年９月１日から 

2026年８月31日まで 
  （単位：千円） 

科目 金額 

 売上高   20,426,476 

 売上原価   17,600,604 

 売上総利益   2,825,872 

 販売費及び一般管理費   3,580,606 

 営業損失   △754,734 

 営業外収益     

     駐車場収入 10,946   

     雑収入 8,067   

     受取保険金 2,709   

     その他 1,437 23,160 

 営業外費用     

     支払利息 130,279   

     支払手数料 18,174  

     その他 781 149,236 

 経常損失   △880,810 

 特別利益     

     固定資産売却益 22,079 22,079  

 特別損失    

     固定資産除却損 127   

   固定資産売却損 773 900 

 税引前当期純損失   △859,631 

 法人税、住民税及び事業税  5,271   

 法人税等調整額 △86,404 △81,133 

 当期純損失   △778,498 
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株主資本等変動計算書 
 

2025年９月１日から 

2026年８月31日まで 

     （単位：千円） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金 

特別償却 

準備金 

繰越利益 

剰余金 

 当期首残高 127,500 163,500 163,500 5,968 8,949 1,299,641 

 当期変動額             

   新株の発行 49,500 49,500 49,500       

   剰余金の配当           △82,640 

   当期純損失           △778,498 

   特別償却準備金の取崩         △8,949 8,949 

 当期変動額合計 49,500 49,500 49,500 ― △8,949 △852,188 

 当期末残高 177,000 213,000 213,000 5,968 ― 447,452 

       

       

  

株主資本 

純資産 

合計 

   

利益剰余金 

株主資本 

合計 

   

利益 

剰余金 

合計 

   

   

 当期首残高 1,314,558 1,605,558 1,605,558    

 当期変動額          

   新株の発行 ― 99,000 99,000    

   剰余金の配当 △82,640 △82,640 △82,640    

   当期純損失 △778,498 △778,498 △778,498    

   特別償却準備金の取崩 ― ― ―    

 当期変動額合計 △861,138 △762,138 △762,138    

 当期末残高 453,420 843,420 843,420    
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〈個別注記表〉 
（重要な会計方針） 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品  総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法） 

貯蔵品 最終仕入原価法 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建物        ３～34年 

構築物       ８～40年 

機械装置      ２～17年 

車両運搬具     ２～７年 

器具及び備品    ２～20年 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

ソフトウエア    ５年 

  

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 

（２）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を

計上しております。 

 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

  

 ４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。 

（１）商品の販売に係る収益認識 

当社は農業関連資材、農業生産物、食料品等の小売業を主な事業としており、顧客との

契約から生じる収益は、主に店舗販売やインターネット販売等における商品売上からなり

ます。 

 これらの収益は、店舗販売においては顧客に商品を引き渡した時点、インターネット販

売等においては商品を顧客に発送した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で

収益を認識しております。 

 

（収益認識に関する注記） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報  

当社は、アグリソリューション事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる

収益、計上時期等は概ね単一であることから、収益を分解した情報の重要性が乏しいため、

記載を省略しております。   
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報  

収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針）４．重要な収益及び費用

の計上基準 」に記載の通りです。 

 

３．当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる   

収益の金額及び時期に関する情報                   
 （単位：千円） 

 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 236,139 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 260,328 

 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

（繰延税金資産の回収可能性） 

１. 当事業年度の財務諸表に計上した金額 

             (単位：千円)        

 当事業年度 

繰延税金資産 86,549 

 

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 当社は将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得およびタックス・プラ

ンニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りは翌

期の事業計画を基礎としており、過去（３年）及び当事業年度の経営成績や納税状況等を総

合的に勘案し、企業会計基準適用指針第26号による企業分類を行い課税所得の見積可能期間

を決定し、回収が見込まれる金額を繰延税金資産として計上しております。 

 繰延税金資産の回収可能性の検討においては、課税所得の発生見込みに係る判断を主要な

仮定としていますが、当該仮定は将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける

可能性があり、経営環境に著しい変化が生じた場合には、翌事業年度の財務諸表において、

繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(１)担保に供している資産 

建 物 618,464 千円 

土 地 639,784 千円 

  計 1,258,248 千円 

 

(２)担保に係る債務 

短期借入金 676,000 千円 

１年以内返済予定の長期借入金 298,056 千円 

長期借入金 751,944 千円 

  計 1,726,000 千円 

 

２．債務保証残高 

グランユズリハ㈱ 18,396 千円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 2,132,000 株 

 

２．配当に関する事項        

(１）配当金支払額 
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決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

(千円) 

１株 

当たり 

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

2025年11月22日 

定時株主総会 
普通株式 82,640 40.00 2025年８月31日 2025年11月25日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

    該当事項はありません。 

 

（退職給付に関する注記）  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しており、簡便法により退職給付引当金

および退職給付費用を計算しております。 

 

２．確定給付制度 

 (１)簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

退職給付引当金の期首残高 34,101 千円 

退職給付費用 5,376 千円 

退職給付の支払額 △791 千円 

 退職給付引当金の期末残高 38,686 千円 

 

(２)退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

非積立型制度の退職給付債務 38,686 千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 38,686 千円 

 

退職給付引当金 38,686 千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 38,686 千円 

 

(３)退職給付費用 

     

簡便法で計算した退職給付費用 5,376 千円 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産   

賞与引当金 11,850 千円 

退職給付引当金 11,907 千円 

資産除去債務 59,206 千円 

棚卸資産評価損 40,092 千円 

税務上の繰越欠損金(注)２ 240,478 千円 

その他 463 千円 

繰延税金資産小計 363,997 千円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２ 175,100 千円 

将来減算一時差異の合計に係る評価性引当  

額 
71,577 千円 

評価性引当額(注)１ △246,677 千円 

繰延税金資産合計 117,320 千円 

繰延税金負債   

資産除去債務に対応する除去費用 26,302 千円 

その他 4,467 千円 

繰延税金負債合計 30,770 千円 

   

繰延税金資産の純額 86,549 千円 
(注)１.評価性引当額の変動の主な内容は、税務上の繰越欠損金の発生によるものであります。 

     ２.税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

 

 １年以内 

(千円) 

１年超 

２年以内 

(千円) 

２年超 

３年以内 

(千円) 

３年超 

４年以内 

(千円) 

４年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

(千円) 

合計 

(千円) 

税務上の繰越

欠損金※１ 
― ― ― ― ― 240,478 240,478 

評価性引当額 ― ― ― ― ― 175,100 175,100 

繰延税金資産 ― ― ― ― ― 65,378 ※２ 65,378 

※１ 税務上の繰越欠損金は法定実効税率を乗じた額であります。 

   ※２ 将来の課税所得に基づき繰延税金資産の回収可能性を勘案し、税務上の繰越欠損金に 

係る繰延税金資産については回収可能と判断した金額を計上しております。 

     

(資産除去債務に関する注記) 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

 (１)当該資産除去債務の概要 

主に、店舗用の土地又は建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

(２)当該資産除去債務の金額の算定方法 

  使用見込期間を建物の経済的残存耐用年数や賃貸借契約の残存期間と見積り、割引率

は当該期間に合わせて0.27％から3.77％を使用して資産除去債務の金額を計算しており

ます。 

 

(３)当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 185,365 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 13,157 千円 

時の経過による調整額 

資産除去債務の履行による減少額  

1,948 

△8,117 

千円 

千円 

期末残高 192,353 千円 
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（金融商品に関する注記） 

  １．金融商品の状況に関する事項 

  (１)金融商品に対する取組方針 

当社は、主に農業資材販売事業及び食料品販売事業を行うための事業計画に照らして必

要な資金を、主に銀行等金融機関からの借入により調達しております。資金運用について

は短期的な預金等に限定し、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。 

 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

売掛金及び未収入金は、主に農業資材販売事業及び食料品販売事業の営業取引に基づい

て発生した金銭債権であり、顧客の信用リスクに晒されております。 

一方、営業債務である電子記録債務、買掛金及び未払金は、そのほとんどが仕入取引や

設備投資等に伴い発生したものであり、１年以内の支払期日であります。これらは、その

支払期日に決済を実行せざるを得ない流動性リスクに晒されております。 

借入金は、主に農業資材販売事業及び食料品販売事業における仕入に必要な資金及び運

転資金であります。借入金の一部は、金利変動リスクに晒されております。 
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(３)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従い、債権

回収の状況を定期的にモニタリングし、回収遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っ

ております。 

特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回

収状況の報告などを行います。 

②市場リスクの管理 

金利変動リスクについては、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、

金融機関より金融商品に関する情報を収集し、定期的に借入先及び契約内容の見直しを

実施しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰り計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。 

 

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 貸借対照表 

計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

長期借入金(１年以内返済予定を含む) 3,380,991 3,214,230 △166,760 

負債計 3,380,991 3,214,230 △166,760 

(注)１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

２．「売掛金」、「電子記録債務」、「買掛金」、「短期借入金」、「未収入金」、「未払金」につい

ては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお

ります。 

 

（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額 

 １年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 1,417,343 ― ― ― 

合計 1,417,343 ―  ― ― 

 

（注２）長期借入金の決算日後の返済予定額 

 １年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

長期借入金 652,306 507,236 811,706 326,147 295,029 788,567 

合計 652,306 507,236 811,706 326,147 295,029 788,567 

  

３．金融商品のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 

   レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定対象となる資産又は負債に関する相場価格によ

り算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 
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レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれの属するレベルのうち、時間の算定における優先順位が最も低いレベ

ルに時価を分類しております。 

 

  （１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

      該当事項はありません。 

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

 

区分 時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金(１年以内返済予定を含む) ― 3,214,230 ― 3,214,230 

負債計 ― 3,214,230 ― 3,214,230 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

長期借入金（１年以内返済予定を含む） 

長期借入金の時価は、元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

   該当事項はありません。 

 

 ２．役員及び個人主要株主等 

   該当事項はありません。 

 

３．子会社及び関連会社等 

種類 名称 所在地 

資本金 

又は 

出資金

(千円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当 

事者と 

の関係 

取引の 

内容 

取引金額

(千円) 
科目 

期末 

残高 

関連 

会社 

グラン

ユズリ

ハ㈱ 

福島県

須賀川

市 

2,000 
農業サ

ービス 
50 

債務 

保証 

銀行借 

入に対 

する債 

務保証 

18,396 ― ― 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

金融機関からの借入に対する債務保証について、金額は債務残高を記載しております。なお、保証料は

受領しておりません。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １株当たり純資産額 395円60銭 

 １株当たり当期純損失 △374円74銭 

 

 

（重要な後発事象） 

（コミットメントライン契約変更について） 

当社は、2026年９月10日開催の取締役会決議に基づき、米仕入資金の安定的かつ効率的調達

を目的として、株式会社足利銀行をアレンジャーとするシンジケートローン方式によるコミッ 

トメントライン契約を下記のとおり締結いたしました。 

 

 １．契約の概要 

 契約形態 シンジケートローン方式によるコミットメントライン 

 組成金額 1,000,000,000円 

 アレンジャー 株式会社足利銀行 
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 エージェント 株式会社足利銀行 

 参加金融機関 
株式会社足利銀行 

株式会社山形銀行 

 資金使途 米仕入資金 

 担保 なし 

 保証 なし 

 契約締結日 2026年10月2日 

 コミットメント期間 2026年10月８日～2027年10月８日 

 財務制限条項 

(１)2026年８月期以降、各事業年度の末日における借入人の報告書

等に含まれる単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連続し

て損失としないこと。 

(２)各事業年度の末日における借入人の報告書等に含まれる単体の

貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、2027年８月期以

降、2026年８月期もしくは直前の事業年度の末日における借入人の

報告書等に含まれる単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合

計金額のいずれか高いほう(同額である場合は当該額)の金額の75％

以上に維持すること。 

 

 

（複数金融機関との当座貸越契約締結並びに契約更新について） 

 当社は、2026年９月10日開催の取締役会決議に基づき、米仕入資金の安定的かつ効率的調達を

目的として、複数金融機関との当座貸越契約締結並びに契約更新を行いました。 

 これにより、今般の米仕入資金の確保にあたり、本件に加えて、当座貸越契約2,600百万円及

び足利銀行郡山支店をアレンジャーとするシンジケートローンコミットメントライン契約1,000

百万円により、総額4,700百万円の資金調達が可能となりました。 

 

 １．契約の概要 

借入先１ 

金融機関名 みずほ銀行 郡山支店 

借入種別 当座貸越 

極度額 1,000,000,000円 

借入金利 基準金利+スプレッド 

契約日 2026年９月18日 

契約期間 契約日～2027年８月31日 

 

借入先２ 

金融機関名 大東銀行 須賀川支店 

借入種別 当座貸越 

極度額 100,000,000円 

借入金利 基準金利+スプレッド 

契約日 2026年９月14日 

契約期間 契約日～2027年８月31日 
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附 属 明 細 書 
 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

区

分 

資産の 

種類 

期首残高 

（千円） 

当期 

増加額 

（千円） 

当期 

減少額 

（千円） 

期末残高 

（千円） 

期末減価 

償却累計額 

又は償却累 

計額 

（千円） 

当期償却額 

（千円） 

差引期末 

帳簿価額 

（千円） 

有

形

固

定

資

産 

 建物 1,849,235 419,198 38,717 2,229,716 948,251 96,241 1,281,464 

 構築物 428,367 81,916 10,500 499,783 261,067 25,073 238,716 

 機械装置 441,052 101,926 9,361 533,617 303,696 64,959 229,921 

 車両運搬具 328,482 61,319 2,835 386,966 318,912 57,239 68,053 

 器具及び備品 755,474 16,692 22,960 749,207 666,747 39,325 82,459 

 土地 701,075 91,613 ― 792,689 ― ― 792,689 

 建設仮勘定 223,598 340,532 549,023 15,106 ― ― 15,106 

計 4,727,285 1,113,199 633,398 5,207,087 2,498,675 282,838 2,708,411 

無

形

固

定

資

産 

 借地権 9,535 ― ― 9,535 ― ― 9,535 

 ソフトウエア 185,569 18,224 ― 203,794 161,326 15,235 42,467 

 その他 49 880 1 928 ― ― 928 

計 195,155 19,104 1 214,258 161,326 15,235 52,931 

 長期前払費用 13,962 1,575 5,615 9,923 ― ― 9,923 

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

（１）有形固定資産 

   建物       ＧＴ会津倉庫     230,812千円（倉庫・店舗） 

            農産精米課倉庫     91,833千円（低温倉庫化） 

   構築物      ＧＴ会津倉庫     60,000千円（倉庫基礎） 

   土地       矢吹事業所（仮称）  91,613千円（店舗・倉庫用地） 

２．建設仮勘定の当期増加額は、主に土地・建物購入、倉庫建設・改修等によるものであり、当期減少額

は、その本勘定への振替によるものであります。 

 

２．引当金の明細 

区分 
当期首残高 

(千円) 

当期増加額 

(千円) 

当期減少額 

(目的使用) 

(千円) 

当期減少額 

(その他) 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

賞与引当金 33,714 33,659 33,714 ― 33,659 

(注)１．退職給付引当金については個別注記表にて記載しているため省略しております。 
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３．販売費及び一般管理費の明細 

科目 金額（千円） 摘要 

給与手当 1,057,977   

法定福利費  157,741   

広告宣伝費  1,618   

販売促進費 294,161  

水道光熱費  163,486   

修繕費 19,998   

車輌費 31,884   

福利厚生費  8,342   

旅費交通費  8,867   

その他の販売費  138,171   

リクルート費  10,921   

容器包装費 46,445   

発送配達費  499,090   

販売用消耗品費  22,398   

管理用消耗品費  28,193   

通信費  16,984   

決済手数料  226,865   

雑費  50,244   

役員報酬  75,786   

役員法定福利費  6,696   

従業員賞与引当金繰入額  65,675   

支払手数料  11,554   

物流センター費  62,784   

減価償却費  181,836   

資産除去債務利息費用  1,948   

地代家賃  195,437   

租税公課  48,232   

保険料  9,672   

管理諸費  100,904   

退職給付費用  5,376   

支払報酬料  37,222   

資産除去債務履行費用 △6,431  

その他 516  

計 3,580,606   
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独立監査人の監査報告書 

2026年 10月 23日 

 

グラントマト株式会社 

取締役会  御中 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  
監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、グラントマト株式会社の2025

年９月１日から2026年８月31日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」

という。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任

がある。 

 
  愛知県名古屋市 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  新開 智之 

   

   

   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  寺島 洋希 
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独

立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ

り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与

えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ

る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構

成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて

いるその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害

要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する

ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

 

以  上   
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以 上 

 

監 査 報 告 書 

   
 当監査等委員会は、2025年9月1日から2026年8月31日までの第33期事業年度における取締役の職務の

執行を監査いたしました。その方法及びその結果について以下の通り報告いたします。 
 
1. 監査の方法及びその内容 
 監査等委員会は会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並

びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、

下記の方法で監査を実施いたしました。 
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会

社の内部統制部門と連携の上、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じ説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。 
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体制」(会社計算規則第

131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(企業会計審議会)等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 
 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(賃借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたしました。 

 
2. 監査の結果 
(1)事業報告等の監査結果 

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。 
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。 
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ

ません。 
(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果 
 会計監査人監査法人コスモスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 

2026年10月23日 
グラントマト株式会社 監査等委員会 

 
監査等委員(常勤) 海上一博 ㊞ 

 
監査等委員    鈴木秀総 ㊞ 

 
監査等委員    三瓶 正 ㊞ 

 
(注)監査等委員 鈴木秀総及び三瓶 正は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取締役

であります。 
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〈株主総会会場ご案内〉 
会場：福島県須賀川市狸森字下竹ノ内９番地５ 

   グラントマト株式会社 本社 2階会議室 

TEL 0248-94-2014 

 

●交通のご案内 

■JR須賀川駅より、車で約20分 

■東北自動車道・須賀川ICより、車で約15分 

■福島空港より、徒歩で約10分 
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〔メ モ〕 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


